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研究要旨  

 高齢者の終末期医療の在り方と倫理的課題に関する研究として、分担研究者がそれぞ

れのテーマを設定し研究を実施した。本研究の目的として、介護福祉施設や認知症グル

ープホーム等に施設における終末期医療の現状に関したアンケート調査とフォーカスグ

ループ研究を行った。また老年病専門医に対して終末期医療のとらえ方、実践について

調査した。そして日本老年医学会の立場表明への意見を調査し、その結果を老年医学会

の「終末期の立場表明」の改訂に反映させた。さらに倫理的課題に関する研究として、

病院における事前指定の導入の他、アドバンスケアプラクティスの導入にむけて体制を

整備した。さらに国立長寿医療研究センターのエンドオブライフ(EOL)ケアチームにおける

非がん患者の倫理的問題を抽出し、実践を開始した。 

 

A. 研究方法と結果 

本研究の実施状況は概ね計画通りに遂行した。遠藤、植村の研究では 2 回にわたって、

老年病専門医に対して「老年医学会の終末期医療に関する立場表明」について調査を行

い、10 年前と近年の終末期医療のとらえ方について比較検討した上で、立場表明の改訂

への指針をまとめた。すなわち平成 22年度は日本老年医学会の代議員等を対象に自記式

アンケート調査を郵送で行なった。回収率は約 33％。立場 8（医療者の実践的教育）、9（国

民に対しての「死の教育」）、10（社会制度的支援）、11（研究の推進）、12（国民の声を聞

くシステム）、13（立場表明の妥当性検証）は、実現度が低いと認識されていた。また、今

後「立場表明」に追加すべき項目として、事前指定書（死ぬ権利を含む）、経済的要因、死

の教育等が挙げられた。さらに、ガイドラインが必要な項目としては、胃瘻を含む栄養療

法が最も多く、人工呼吸器、輸血、透析等、が続いた。平成 23 年度は 22 年度の成果を基
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に、日本老年医学会倫理委員会で「立場表明」（倫理委員会改訂案）および Q&A案を作成し

た。これらは前年のアンケート結果とともに、平成 23 年６月 17 日開催の第 53 回日本老年

医学会学術集会のシンポジウム（４．高齢者の終末期の医療およびケア：「立場表明」10 周

年にあたって）で発表した（アンケート結果を植村、「立場表明」（倫理委員会改訂案）お

よび Q&A案を飯島）。さらに、8 月末よりこれらの案に対する意見を募るため、日本老年医

学会の代議員等を対象に自記式アンケート調査を郵送で行なった。平成 23 年 10 月 17 日現

在のアンケート回収率は 27.9％（220/789名）である。さらに遠藤主任研究者は全国 1000

か所の認知症グループホームへの調査で、終末期医療とケアの支援の状況について明ら

かにし、今後の小規模施設での終末期医療とケアにおける課題を明らかにした。すなわ

ち 1000か所へのアンケートを行い、回答のあったグループホーム 209か所のうち、重度

認知症入居者のうち 25％の施設（64施設）で、BPSD や医療行為の必要性（入院）,食事

介助の困難性のために退去させていた実態が明らかになった（図１）。対策としては施設

職員への認知症の重度化へ対応する教育が必要である。 

高橋分担研究者は 全国の特別養護老人ホームを対象とした調査を実施した。全国の

特養 1,200ヶ所を無作為抽出し、看護職リーダーを対象として調査票を配布し、431（回

収率 35.9％）通が回収された。施設内での死亡があった施設は 324（75.2％）、うち療養後

の死亡（突然死を除く）があった施設は 283（65.7％）であった。特養における看取りケア

の実施状況の背景を探るため、実態の客観的な指標である「施設内療養後死亡」と、主観

的な指標である看護職リーダーからみた「看取りケア実施の認識」の２つの視点から、分

析を試みた。療養後死亡の有無との関連では、終末期の過ごし方について本人や家族の意

向を確認する、夜間死亡時の往診体制が決まっている、看取りケアに関する研修を実施す

る、本人や家族に施設内で実施できる医療的ケアの説明をする割合は、療養後死亡のある

施設で有意に高かった。「看取りケアを実施している」という認識との関連では、施設内療

養後死亡と同様の４つの項目に加えて、看取りケア委員会がある施設で有意に高かった。

施設として前向きに取り組む姿勢を持っていること、説明責任を重視していることが、医

療連携と共に看取りケア体制として重要な要因である可能性が示された。さらに、看取り

ケア実施上の問題点について、研究参加を承諾した 12 施設の看護、介護のリーダーを対象

に、インタビュー調査を実施した。主な課題として、職員間のコミュニケーション、教育

体制、終末期の意向確認の方法など、組織内の体制構築に関わるものと、医療との連携な

ど外部機関との関係に関わるものとに整理できた。全国調査の結果と合わせて考察すると、

看取りケア実施に向けて組織的に課題に取り組むことにより、看取りケアに限らずケア全

体の能力向上、ひいては組織マネジメント力の強化につながる可能性が示唆された。平成

23 年度には訪問調査した施設における看取りケア課題解決への取り組み状況について、

再度訪問調査すると共に、看取りケア実施に伴う職員のターミナルケアに対する意識と、

組織の安定性がどのように変化するか把握する調査を開始した。調査への協力を承諾した

12 施設の介護・看護職員を対象とし、「ターミナルケア態度尺度」と「安全なケア提供環境
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尺度」からなる質問紙のベースライン調査を実施した。 
飯島分担研究者は病院・自宅以外の場所（介護保険施設など）における終末期医療のあ

り方に関する研究として、特別養護老人ホームにおける看取りの実態調査を継続した。平

成 23 年度は、施設で看取ることについての利用者の意識を明らかにするために、施設を死

亡退所した入居者の遺族に対するインタビューとアンケート調査を実施した。対象者は、

施設内で死亡した入居者と病院入院後に死亡した入居者の遺族とした。はじめに半構造化

インタビューを実施し、その結果に基づいて調査用紙を作成して郵送自記式アンケート調

査を実施した。その成果として施設内で最期を迎えた特別養護老人ホーム入居者の特徴と

意思確認の実態についての研究が終了し論文が日老医誌に掲載された。施設を死亡退所

した入居者の遺族を対象としたフォーカスグループインタビューを終了し論文化した。 

三浦分担研究者は非がん患者の倫理的問題を抽出する目的での倫理評価シートに改良を加

えるとともに、終末期の判断支援ツールの作成を試みた。新たな倫理評価シートでは、１．

医学的対応、２．患者の意向、３．QOL、４．周囲の状況（法律的、倫理的環境、地域の介

護体制等）の 4項目を踏まえ、高齢者の胃瘻導入の問題や神経難病の人工呼吸器など延命

処置の開始・不開始、中止も含めた国内の倫理的問題に対応するためのアルゴリズムを作

成した。さらにこのアルゴリズムに応じたチェック式の下位項目を作り、より汎化できる

形式とした。H23年度はこの評価表のチェック項目作成に加え、現時点までの終末期医療に

関する判例やガイドライン、メディアの報道等を文献的に集め、タブレット型携帯機器等

を用いて簡単に状況に応じた検索ができるような終末期の判断支援ツールの開発を開始し

た。この評価票や判断支援ツールは今後エンドオブライフ（EOL）ケアチームのカンファレ

ンスに用い、この質的評価を通じて、より汎用化するうえでの改良を加える。H23年度はさ

らに患者の意向確認を組織的に行う試みとして、豪州オースチン病院で行われている

Advance Care Planning(ACP)や Respecting Patient Choices の活動を参考に、ACP の指針

（たたき台）を作成した。この中では、患者のみでなく、代諾者による推定意思の確認も

含んだ形での運用を予定しており、従来の事前指示書単独よりもこの適応範囲が広いと考

えられる。今後、ACPを行うにあたっての各書式の整備とガイドライン作成を行っていく予

定としている。中島、西川の分担研究者は EOLチームの立ち上げの他、在宅支援型終末

期ケアチームの評価を検討した。全国在宅療養支援診療所に対してニード調査を行い、終末

期における苦痛緩和の重要性、次いで意思決定支援の重要性を明確にした。その他身体的苦

痛、精神的苦痛、社会的苦痛、スピリチュアルな苦痛、薬剤、栄養、リハビリテーション、家族ケ

ア、倫理的問題について検討している。高齢者の終末期医療には、病院内外での緩和ケアの充

実が必須である。今回中島らは、高齢者医療に携わる看護師と医師から、実際の医療臨床

現場ではどのようなニーズがあるかを調査し、その結果を踏まえてエンドオブライフ

（EOL）ケアチームを立ち上げて、実践を通して高齢者終末期医療のあり方を検討した。

調査からは、がん・非がん患者を問わず、身体的・精神的な苦痛の支援に加えて、「死」「生

きる意味」「尊厳」などに関する問題や、延命治療や鎮静剤の使用などの治療に関する倫理
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的な問題、家族に対する様々な支援の必要性が明らかとなった。また認知症の患者におい

ては、家族に対する様々な支援、退院支援、社会的な問題解決の支援、「死」「生きる意味」

「尊厳」などに関する問題に加えて、身体抑制を含む転倒に関する問題や、胃瘻を含む食

事・栄養に関する問題など、患者を取り巻く環境を改善する必要性が高いのが特徴的であ

った。このような調査結果を背景に、EOL ケアチームの活動を開始したが、現実的には延

命治療に関する意思決定支援が、チームの極めて大きな役割となった。患者本人の意思を

最大限に尊重するためには、事前にそれを明らかにしておくアドバンスケアプラニング

（ACP）の確立が重要であり、チームの今後の課題である。 
 
B. 考察と結論 

 本研究では多方面にわたる終末期医療とケア、倫理的課題について検討した。その結

果、現場での教育の重要性、終末期に関わる立場の共通理解、具体的な患者家族に対す

る終末期支援が必要であることを明らかにした。今後の課題としては緩和ケアチームの

活動、アドバンスケアプランニングの体制の構築と標準化である。 
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G．知的財産権の出願･登録状況（予定を含む。） 

１．特許取得   

なし。 
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